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今週のキーワード 
対等の者同士がやりとりを行う通信方式。通常、インターネットは定のサーバに利用

者がアクセスする「クライアントサーバシステム」だが、Ｐ２Ｐはサーバを介さず直

接やりとりを行う。通信している者同士の匿名性もある程度確保しやすいとされる。

仮想通貨を支えるブロックチェーン技術はこのＰ２Ｐ技術を応用したもの。 

P2P  

(ピアトゥーピア )  

 

必要経費になる青色専従者給与 
年の途中の支給打切りには注意！ 

 

 生計を一にしている配偶者その他の親族が納税

者の経営する事業に従事している場合、これらの人

に支払う給与は原則、必要経費にはならないが、青

色申告者の場合は、一定の要件の下に実際に支払っ

た給与の額を必要経費とする青色事業専従者給与

の特例が認められている。青色申告者は、記帳によ

って家計と事業の経理区分が明確なので、家族従業

員に支払う給与も、一般の従業員の給与と同様に取

り扱うべき、との考えによるものだ。 

 家族従業員の給与を必要経費に算入できること

には大きなメリットがあるが、一方で留意点も少な

くない。例えば、景況の変化や専従者の就業内容に

異動が生じたことなどから、当初届け出た給与の金

額などに変更がある場合は、すぐにその旨を税務署

に届け出なければならない。 

さらに注意が必要なのは、事業収入が思うように

上がらないなどで、給与の支給を年の中途で打ち切

った場合である。 

場合によっては、それまでに支払った専従者給与を

必要経費に算入できないケースが出てくる。原則的

には、就業期間が６ヵ月を超えていれば、それまで

に支払った給与は必要経費となるが、半年未満の場

合には、その間に支払った給与の必要経費算入は認

められない。ただし、その場合は、すでに収めた源

泉徴収税額の還付を受けることができるし、事業主

は、その配偶者について配偶者控除の適用を受ける

ことができる。 

スキルを証明する仮想通貨「SKILLCOIN」 
活況の人材仲介業界に一石を投じられるか 

 

最近の深刻な人手不足、人材紹介会社を活用し

ている企業は少なくない。求人広告と違って成功

報酬型が一般的なため、効率的な採用活動が可能

だが、それだけにコストもかかる。仲介手数料の

相場は求職者が得る年収の30～35％程度である

ため、1人採用すれば1年目の人件費は少なくとも

3割増しと考えなければならない。確保したい人

数が多ければ多いほど、その負担は増していく。 

有効求人倍率が高水準をマークしている昨今、こ

の負担を重く感じている業界は多いだろう。 

こうした状況を一変させるかもしれないプラ

ットフォームを開発したのが、DeNA社の社員が立

ち上げた株式会社SKILLだ。同社は人材のスキル

を客観的に証明する機能を有した仮想通貨

「SKILLCOIN」を発行。求職者がアップしたスキ

ルや職歴情報を第三者が保証し、ブロックチェー

ンに保存する機能を装備、企業は自由にそのデー

タを検索・閲覧できる。企業と人材をP2Pでつな

げる仕組みを作り上げ、仲介業者なしでも成立す

る人材市場を生み出そうとしているのである。 

仮想通貨を取り巻く状況が未だ不安定である

ことを踏まえれば、SKILLCOINが持続的に存在す

るプラットフォームとなるかは未知数だ。とはい

え、真っ向から既存の人材仲介ビジネスに戦いを

挑もうとするこの動きに、近い将来、ドラスティ

ックに人材ビジネスの構造を変えていく可能性

を感じる人も多いだろう。 
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